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2019年1月、グリーンピースは東京電力福島第一原発の放射能汚染水に
関する報告書を発表した1。それから2年近く経過したが、原発敷地内の
汚染水問題は解決を見ていない。本報告書はそれに続くものである。汚
染水にはトリチウム以外にも、ストロンチウム90、炭素14などの放射性
物質が含まれる。海洋放出は地域の住民はもとより、広範囲にわたって
長期的に大きな影響を及ぼす。海洋放出は2022年末から2023年にかけ
て始まり、2050年中頃まで続くと予想される。

日本政府と東電はこれまで自らに都合のよい複数の「神話」を作り上げて
きた。2022年までに汚染水を保管する場所がなくなる、汚染水に含まれ
ているのは無害なトリチウムである、そして海洋放出以外の選択肢がない
というものである。

本報告書では、これらが事実ではないことを示す。これらの「神話」は経
済および政治的理由から作られたものである。海洋放出は最も「安い」
選択肢であるだけでなく、廃炉が順調に進んでいるという印象づくりに
も役立つ。しかし、東電福島第一原発事故の影響は、福島県の住民はもと
より、国境を超えて人々にとっての脅威であり続けている。

東電と日本政府はこの危機をさらに深刻にしている。高濃度の炭素14が
汚染水に含まれていることを明らかにしたのはつい最近のことだ2。この
10年間、この種の隠蔽が繰り返されてきた。

海洋放出に対する反対は、福島の住民、福島県の市町村議会の過半数、全
国漁業協同組合連合会（全漁連）、そして全国に広がっている。隣国であ
る韓国も反対を表明している。しかし、日本政府はこれらの海を守ろう
とする人々の声を無視し続けている。

詳細な検討の結果、グリーンピースは、汚染水について、容認できる選択
肢は長期保管と放射性物質除去技術の適用しかないと結論づけた。これ
らの選択肢は実現可能である。効果的な放射性物質除去技術を検討する
間、保管を続けることは半減期が12.3年のトリチウムの量を減らすこと
にもなる。それが福島の、全国の、そして世界中の人々の健康と環境につ
いての権利を守る唯一の方法だ。

はじめに
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汚染水は貯まり続ける
・  地下水汚染が未解決のまま蓄積し続ける汚染水問題には終わりが見えない。阿

武隈山地から敷地内に流入する地下水の量は、サブドレンや地下水バイパスに 
よって減少しており、2019年の平均日量は180m3である。しかし、2019年 
10月の台風19号の際は650m3/日を超えた。汚染水の総量は、2022年夏まで
に137万m3に増加すると予想されている。

・  炉心溶融物が、流入し続ける地下水にさらされ続ける限り、汚染水の問題は続
く。地下水侵入を防止できなければ、2030年までにはさらに50万〜100万m3

の汚染水が追加されると推定される3。

現ALPSの使用は誤りである
・  多核種除去装置（ALPS）の性能に関する問題は、英国の原子力技術コンサルテ

ィング・エンジニア、故ジョン・ラージ博士の調査結果に基づいた、2018年の
グリーンピースの報告書で指摘している4。報告書では、2011年に汚染水中の多
種類の放射性核種の濃度を検出限界以下まで低減できることを示した米国・ピュ
ロライト社のイオン交換技術を東電が採用しなかった経緯についても詳述してい
る。

・  ピュロライト社はイオン交換技術に関する数十年の経験を持っていたが、東芝と 
日立ジェネラルニュークリアエレクトリック社（HGNE）はほとんど持っていな
かった。

・  ALPSの欠陥により、処理済みの汚染水の72%は再度の処理が必要となってい
る。それもALPSにより行なわれるが、疑問である。今後80万トン以上の汚染水
について再処理がなされる。

・  ストロンチウム90のような高濃度の有害な放射性核種に加えて、東電は2020年 
8月27日、タンク内の汚染水に高レベルの炭素14の問題が存在することを初め
て認めた5。

・  ALPSは、炭素14が長半減期核種であるにもかかわらず、それを除去するように
設計されていなかった。炭素14は、無機炭素または有機炭素として自然界の複雑
な炭素サイクルに、固体、液体または気体の状態で組み込まれている。したがっ
て、炭素14はすべての生物にさまざまな濃度で取り込まれる。炭素14の半減期
は5,730年であり、何世代にもわたって全世界の人々の集団被曝線量に寄与する
因子となる6。

・  東電と日本政府は、これまでのところ福島県民や国内外に向けて、炭素14の問題
があると気が付くのに、なぜこれほど長い年月を要したのかを説明していない。

・  日本の外務省は、国連の人権特別報告者からの汚染水に関する質問について、誤
解を招きかねない回答をしている。例えば「アルプス処理水は汚染水ではない」
と回答している7。

・  東電は、トリチウムに関する基礎的な科学的事実をねじまげ、恣意的に無視し
続けている。特に、彼らは生体内で有機物と結合した有機結合型トリチウム
（OBT）の役割を無視し、説明を怠り続けている。

・  現在 IAEA（および日本政府と東電）が使用している人体放射線量反応モデル
は、単回投与に基づいているが、多重投与では、生物体内OBTのレベルは徐々
に増加する8。 

概要
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長期保管は現実的な選択肢
・  「汚染水に関する経済産業省ALPS小委員会」（以下ALPS小委員会）報告を分

析すると、同委員会は、2022年以降の汚染水の追加的貯蔵は敷地内でも敷地外
でも可能であるとして検討したが、「複雑な調整と時間」が必要であるとして除
外した。

・  ALPS小委員会はまた、汚染水をより長く貯蔵することについて、少なくともト
リチウムに関しては、ALPS処理水の危険性が物理的減衰によって低減すること
を確認していた。

・  トリチウムの半減期は比較的短く（12.3年）、貯蔵期間中にも減衰する。このこ
とと計画されている年間放出量が22 TBq であることから、経済産業省のデータ
に基づいて計算すると、放出開始を2035年まで遅らせれば放出完了が2055年
となり、2020年に放出を開始した場合と比べてわずか3年遅れただけで放出作
業が完了することになる。

・  福島県内の市町村議会、漁業組合、市民などは、汚染水の環境中へのいかなる放
出にも強く反対し続けている。

・  福島第一原発の汚染水問題は、技術的かつ科学的であると同時に人権問題でも
ある。2020年6月の国連特別報告者に対する日本政府の対応は、福島県をはじ
めとする人々が法的に守られるべき人権の基本原則を事実上無視している9。
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東電によると、2020年9月17日現在、福島第一原発敷地内に1,044基のタンクに
汚染水が貯留されており、このうち、952基がALPS処理水、71基がセシウム/ス
トロンチウム処理水、19基が淡水化装置処理水、2基が濃縮塩水である10。2020
年9月17日現在、福島第一原発のタンク内に保管されている汚染水の総量は123万
724m3である11。また、原子炉建屋等に滞留している高濃度汚染水は、2020年8月
の東電の報告では17万10m3である12。これらは、太平洋に直接漏れ出す危険性が
ある。

東電は、溶融した原子炉燃料や炉心溶融物を冷却するために、壊れた1〜3号機の原
子炉圧力容器（RPV）内に、毎日200トン以上の水を注入し続けている。3つの原子
炉の炉心溶融物は609トンから1,141トンと推定されている。最確値は合計880ト
ンで、3基の元の燃料の重量の3.4倍にあたる13。このため、この冷却水は高度に汚
染される。阿武隈山地から敷地内に流入する地下水の量は減少しているが、2019年
の原子炉建屋への日平均流入量は180m3だった。これは、頻繁に発生する台風など
の大雨により急激に増加する。この地下水汚染を防ぐことができなければ、約80万
m3の汚染水が2030年までに追加蓄積されると推定される14。つまり、日本政府が
太平洋に放出しようとしている100万m3以上の高濃度汚染水は、今後10年以内に
200万m3に達する可能性がある。現在、貯水費用は年間1000億円強で推移してい
る15。

©
 Shaun Burnie / G
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現在の状況
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東電福島第一原発のタンクに貯蔵された汚染水を放出するという提案は、毎日のよ
うに汚染水が蓄積され続けているという根本的な問題を解決するものではない。 
2019年の報告書に詳述したように、東電の対策の結果、汚染水の蓄積速度は原発
事故の初期と比べて大幅な減少が見られた。しかし、長年にわたり、東電は、福島
第一原発敷地内に流入する地下水と原子炉圧力容器に注入される冷却水とが直接接
触していることは明確にしてこなかった。東電は現在「山側から流れ込んだ地下水
が原子炉建屋内に侵入し、事故で溶融して硬化した燃料を冷却するための水と混ざ
ることにより、高レベル放射性物質を含む水（汚染水）が毎日発生している」と公言
している。

地下水問題は未解決のままであり、タンク貯蔵水の処分が決定されても汚染水は蓄
積し続ける。地下水や雨水の敷地内への流入量は、天候などによって大きな変動が
ある。

台風の季節には、敷地内に流入する水と汚染される水の量は劇的に変動する。例え
ば 2019年10月の台風19号の影響で、予想通り650m3/日を超えた。明らかなこと
は、東電は当面、止まらない地下水汚染に対して、汚染水を貯蔵し処理し続ける必
要があるということである。

炉心溶融物を隔離しない限り、地下水汚染は継続するだろう。120万m3のタンク貯
蔵汚染水に含まれる放射能は、壊れた原子炉内に残っている全放射能のほんの一部
に過ぎないことは注目に値する。例えば、福島第一原発の3基の原子炉の炉心は溶
融する前に520PBqのストロンチウム90を含んでいたと推定されている16。その
うちの1〜3%はその後、太平洋に放出された17。しかし、ストロンチウム90の大部
分は溶融炉心に残っており、それは日本政府の汚染水100万トン処分計画で放出さ
れるかもしれない量の1730万倍に相当する。この膨大な量のストロンチウム90が
環境中に出ることを防止しなければならない。しかし、その一部は敷地内に流入す
る地下水との混合によって汚染水に入り込むこと、そして東電が今後地下水汚染を
止めるための信頼できる計画を持っていないことが既に明らかになっている。

原子炉建屋に
流入する
地下水・雨水
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多核種除去
装置ALPSの
故障

2018年、福島第一原発敷地内に設置されている3台のALPSによる汚染水処理の失
敗が明らかになった18。2018年9月28日、東電は、数十万m3のALPS処理済み貯
蔵水に、海洋への排出基準より高い濃度の危険な放射性物質が含まれていたことを
認めた19。2020年、東電はタンクの水全体の72%にあたる78万m3が再処理される
と報告した20。

東電によると、処理水6万5,000m3中のストロンチウム90濃度は規制値の100倍
以上で、一部のタンクでは2万倍に達する。ストロンチウム90は最も危険な放射
性核種の一つであり、植物、動物およびヒトに生物濃縮されるため、環境中に放出
してはならない。生体内でカルシウムのように挙動するため、しばしば向骨性元
素（Bone-seeker）と呼ばれ、白血病や血液がんのリスクが高くなる。東電は、
過去何年にもわたって、ALPS処理技術が「排出基準を下回る」21レベルまで放射
能を低下させると主張してきたが、そうはならなかった。東電は2018年にALPS
の失敗を認めたが、公開されている文書を見ると、早くも2013年には問題が発生
し、ALPS処理水中のこの核種の除去率が目標レベルに達していないことを知って
いた22。

ALPSシステムが失敗したのにはいくつかの理由がある。利用可能な最良の技術を
選択するのではなく、目先の財務コストにとらわれた悪しき技術選択をしたことで
ある。

2018年6月、英国の原子力技術コンサルタントのジョン・ラージがグリーンピース 
・ジャパンの依頼で東京電力から提供された公的データの一部を評価した。2011
年以降、東電は膨大な量のデータを公開しているが、情報の正確性を第三者が検証
することはほとんど不可能である。彼の予備的な分析では、東電の情報の正確性に
ついて重大な疑問があると結論づけられた23。例えば、処理後のセシウム137の濃
度を報告した2016年のデータシートには、ほぼ一貫して海洋への排出基準ぴった
りの30Bq/Lと書かれていた。東電はALPSを含む処理系の放射性核種除去効率す
なわち除染係数DFに大きなばらつきがあることを知っていたはずである。その東
電が、そうした事実を反映していないデータを公表したのにはどのような経緯があ
ったのだろうか。
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2011年、原子力発電関連での豊富な実績を持つ米国の水処理プラントメーカー
のピュロライト社は、日立ゼネラル・エレクトリック・ニュークリア・エナジー社 
（HGNE）と共同で、福島第一原発敷地内にALPSの早期試験施設を稼働した。結
果は有望であり、ピュロライト社によれば、トリチウムを除く62の放射性核種を除
去することが実証されたとされた24。しかし、東電はピュロライト式イオン交換技
術をベースとしたALPSの建設・運用契約を結ばずに、東芝と契約を締結し、最終
的にHGNEとピュロライト社は除外された。ピュロライト社は水処理イオン交換の
分野で数十年の経験があったが、東芝とHGNEには実質的な経験はなかった。その
後、ピュロライト社は、HGNE社を秘密保持契約違反で告訴し、営業秘密の設計情
報を第三者に無断で提供し、さらに、HGNE社がこの情報を高性能ALPSの設計・
運用に利用したとして損害賠償を求めている。

ピュロライト社がHGNEを相手に起こした訴訟では、東電が優れた技術や経験を適
用していないことで、ALPSの性能に悪影響を与えているとの証拠が示されている。
ピュロライト社は、同社のコア技術が、63放射性核種のうち62核種について、東
電の仕様に従った2011回の試験運転で検出限界（ND）レベルを達成したと述べて
いる25。検出限界目標は東電が定めたもので、2014年後半になっても「新しい高性
能水処理システムは ... ストロンチウム90を検出不可能なレベルにまで下げる（だ
ろう）」としている26。　

ALPSの欠陥により、汚染水処理の目標が「検出限界以下」から「排出基準以下」に
置き換えられたことは注目に値する。これは放出される汚染水には、東電が当初計
画していたよりも多くの放射能を含むことを意味する。たとえ汚染水の再処理が計
画通りに行われたとしても、ストロンチウム90やヨウ素129などの放射性核種の
汚染レベルは、2011年にピュロライト社の技術によって達成されたレベルよりも
はるかに高いものになるだろう。

ピュロライト社が東京地裁に提出した証拠には、HGNEや東芝には知られていなか
った水処理の技術や専門知識に関する詳細な記述が含まれていた27。我々の2019
年1月の報告書に詳述したように、そこでは吸着剤との接触時間やpH調整に関する
臨界条件などの情報を含んでいた。

ピュロライト社は「処理段階間で複数回のpH調整を行うことは、当時の汚染水処
理業界の技術上の常識では考えられないものであった」「段階間で複数回のpH調整
を行うことが最適であるが、業界では知られていなかった」と述べている。

なお、ピュロライト社は、訴訟の前、最中および判決後にも、東電または経済産業
省に対して、自らの水処理のノウハウ及び技術を提供する旨の申し出を行っていた
が、拒否されている。

ピュロライト
技術と日立
ゼネラルエレ
クトリックと
ALPSの失敗
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ALPS2020の
二次処理

（実質同じことを
繰り返す再処理）

東電は、2020年9月、汚染水の再処理のための試験を開始した28。このALPS 処理
は、ストロンチウム90やヨウ素129などトリチウム以外の放射性核種の濃度を、
規制基準以下に低減することを目的としている。東電によると、試験段階では、規
制濃度の100倍以上のレベルの汚染水が約2,000m3使用される29。

問題は、彼らが過去の失敗をどの程度効果的に教訓とすることができるかだ。

東電は、2020年3月、処理水の再処理の目的について「環境中に放出される放射性
物質の量を可能な限り減少させるために実施される」と述べている30。

これは、東電が、ALPS が機能していなかったことを事実上認めたものであり、
汚染水中の放射能濃度を検出限界（ND）以下に低減するという当初のコミットメ
ントから後退したものである。ピュロライト社のCEO、スティーブ・ブロディー
は2012年、「浄化された水を安全に海洋に放出するためには、62種すべての放射
性核種について検出限界以下のレベルを達成することが、地域社会、漁業者、農業
者、近隣諸国および政府機関にとって極めて重要である。62の放射性核種のいず
れかが検出されないレベルに低下しない場合、東電は、満足な解決策が見つかるま
で、貯蔵タンクをさらに建設することを余儀なくされる可能性がある」と警告して
いる31。
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ストロンチウム
90およびその
他の核種の挙動
と危険性は一様
ではない

2019年1月の報告書の公表以来、グリーンピースが報告してきたように、日本政府
と東電は、環境中に放出される放射性核種を意図的に軽視している。これらの有害
な放射性核種には、放射性ストロンチウム、放射性ヨウ素、プルトニウムなどが含
まれる。すでに述べたように、ストロンチウム90は最も危険な放射性核種の一つ
である。

ウッズホール海洋学研究所のケン・ O・ブッセラーは、これらの放射性同位体につ
いて「海洋中のトリチウムとは異なる挙動を示し、海洋生物相や海底堆積物に容易
に取り込まれる。例えば、魚類の生物濃縮係数はトリチウムよりも炭素14の方が
最大5万倍高い。また、コバルト60のような同位体は、海底の堆積物と結合する可
能性が最大30万倍高い。その結果、トリチウムの急速な拡散と希釈を伴う海洋中
のトリチウムの挙動モデルは、他の重要な汚染物質の行方と影響を評価するために
は使用できない。トリチウムの急速な拡散と希釈を伴う海洋中のトリチウムの挙動
モデルは、他の重要な汚染物質の行方と影響を評価するためには使用できない。汚
染水放出の結果を評価するためには、再処理後の各々のタンクにどのような同位体
が残っているかの完全な収支計算が必要である。これには、東電が常時報告してい
る9種類の同位体の濃度や量だけでなく、プルトニウムなど存在可能性のあるすべ
ての汚染物質の量も含まれる」と最近報告している32。

すでに述べたように、ストロンチウム90の大部分が溶融炉心に残留しており、敷
地内に流れ込み続ける地下水に混じりつつある。しかも、東電は今後も地下水汚染
を止める信頼できる計画を持っていない。ストロンチウム90とトリチウムの半減
期はそれぞれ28.8年と12.3年であり、これら2つの放射性核種だけでも放射線リ
スクが1000分の1になるまでに、それぞれ290年および125年近くかかることに
なる。しかし、汚染水にはさらに長い半減期を持つ放射性核種が他にも数多く存在
している。例えばヨウ素129は1350万年である。
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放射性炭素14
の複雑な動き

炭素14の半減期は5,730年であるため、環境中に取り込まれた炭素14がもたらす
放射線の影響は、現在の世代から将来世代へ、局所から地域へ、地域から世界へ
と、様々な集団へ広がる。

炭素14の生物学的半減期は約40日である。呼吸を介したヒトの体内への炭素14の
蓄積は、汚染された食物の摂取によるものと比較して重要ではないことがわかって
いる。また、炭素14は食物連鎖の中で容易に濃縮される。魚類と軟体動物の濃縮係
数は5,000、水底堆積物の濃縮係数は2,000であることが研究で示されている33。

また、物理学的半減期は5,730年と長く、炭素がすべての生物体の中心的基本構成
要素であるがゆえに、長期的に見れば全世界のヒト集団被曝線量の主要な要因の一
つである。炭素14は細胞構成成分（タンパク質、核酸）、特に細胞DNAに組み込
まれるため34その結果として、分子破壊を含むDNAダメージが発生し、細胞が壊死
するか突然変異が保存されて生き続けるかのどちらかに進む35。

炭素14の
重要性

ALPSは炭素14を除去するように設計されていないため、汚染水にそのまま残っ
ている。つまり日本政府が汚染水を太平洋に放出する決定を進めた場合、タンク内
の炭素14はすべて環境中に放出される恐れがある。東電、日本政府は、炭素14が
除去されていないことをずっと説明してこなかった。ALPS処理後にはトリチウム
が残るだけであり、それは問題でないことを繰り返し強調してきた。つい最近の
2020年6月、外務省は国連人権特別報告者に対し、「この浄化システム（ALPS）で
トリチウム以外のほとんどの放射性核種を除去した後、水はALPS処理水としてタ
ンクに安全に貯蔵される ... したがって、タンクに貯蔵されるALPS処理水は汚染
水ではない」と説明した36。
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東電、汚染水に
高濃度の炭素
14が含まれる
ことを認める

2020年8月27日、東京電力は、汚染されたタンク水の全ベータ放射能測定におい
て、炭素14の存在が重要な寄与をしていることを初めて認めた文書を公表した37。
その後、2020年9月10日の文書が続いた38。東電は、炭素14の問題があると認め
るまでになぜこれほど長い年月がかかったのかについて説明していない。東電は
2020年8月の文書で「ALPS出口評価（現状の告示濃度比総和別貯留量の評価）に
よる告示濃度比総和とタンクのサンプリング結果から評価した告示濃度比総和につ
いて乖離が大きい」としている。言い換えれば、全ベータ放射線量は、その時点ま
でに測定したすべてのベータ核種の合計よりも大きかった39。

そして、 彼らは「全ベータ値と核種ごと測定値の合計とのずれの原因は炭素14に
よるものだった」ことを確認することになったのである。

9月の資料では、10月に予定されているALPS再処理試験の後、「放射性炭素
（C-14）とトリチウム（H-3）に加えて除去対象となる62核種」について処理水
の測定を行うと説明している。ALPSで再処理されるタンク貯留水について炭素
14に特化した測定計画を東京電力が確認したのは初めてのことである。その東電
は、2014年にALPS処理前と処理後の水の中の炭素14濃度は検出限界以下と報告
していた40。実際には、これは炭素14の実測値に基づくものではなく、ALPS処理
前後のセシウム濃度を参考にして推計したものであった。

炭素14の放出は、福島沿岸の海洋生物だけでなく、必然的に日本全域、朝鮮半島、
中国の海域における放射性同位体の生物蓄積につながる。海洋に放出された炭素
14が集団被曝に寄与する主な経路は、汚染された海産物を人間が消費することに
よるものである。半減期の長い同位体は、海流とともに長時間拡散し地球規模の汚
染につながる。日本政府は福島県民や国内外にこれらを説明してこなかった。

液体廃棄物からの炭素14の除去は可能でありIAEAの資料にも記載されている41。
にもかかわらず東電と政府は炭素14除去のための汚染水処理方法の改良を検討し
ないことを決めたようである。炭素14が環境中に放出されれば、その影響は数万
年に及ぶ。
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トリチウム
リスク分析の
欠陥

東電は、トリチウムに関する基礎的な科学的事実を誤って伝え続けている。経済産
業省のALPS小委員会は、トリチウムの一部が有機結合型トリチウム（OBT）にも
なることを認めているが、東電はこれについて説明していない。東電のトリチウム
に関する情報を読むと、何らかの形でトリチウムが人体に入り、害が及ぶなどとい
うことはあり得ないという印象が残る。

日本政府は、汚染された処理水の放出計画を正当化しようとして、2019年9月に 
「トリチウム水は水と同様の特性を有するため、ヒト及び特定の生物に濃縮される
ことは見出されていない」と誤解を招くような見解を述べている42。

環境省は、有機結合型トリチウム（OBT）へのいかなる言及もしなかった。OBT問
題などについて市民団体からの指摘があった後、汚染水を管理する選択肢を評価す
る任務を負ったALPS小委員会は、少なくとも次のことを認めた。

「トリチウムは弱いベータ線だけを出すので、影響が出る被ばく形態は内部被ば
く」。そしてICRP勧告によるトリチウム水（HTO）およびOBTの預託実効線量
は、「体内に取り込まれたトリチウム水のうち約5〜6%がOBTに移行するため、そ
の影響も考慮」「OBTの生体内の半減期は、40日若しくは１年程度の2タイプがあ
る。それも考慮した上でトリチウム水と比較して2〜5倍程度の影響」があると評
価した43。

小委員会は海洋放出されたトリチウム水が置換されて生成するOBTの影響の調査を
省き、OBTは蒸気放出のケースでしか評価していない。海洋環境にトリチウム水と
して放出されるケースの評価が存在しないため、（トリチウム水がその後プランクト
ンや海産生物に取り込まれてOBTへと変換されるとしても）考慮から除外されてい
ることになる。

日本政府と東電はトリチウムの危険性を意図的にごまかし、OBTの役割を説明して
いない。このことは汚染水の将来の潜在的な影響に関する正確な科学的データを提
供していないことを意味する。

放射能問題の専門家であるイアン・フェアリー博士は「ICRP/IAEA線量反応モデル
は単回の投与を前提としているが、多重的（慢性的）投与が起こると、OBTのレベ
ルが徐々に増加する」としている44。
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これは、日本政府と東電が、汚染された魚介類の消費によってもたらされるOBTに
よる被曝線量を過小評価していることを意味している45。フェアリー博士の説明に
よると

「現在のICRPモデル（1989）では摂取されたHTOの100%が吸収され、血液中に
入ると仮定している。HTOの代謝回転による半減期は10日と想定されており、ま
た、投与されたHTOの5%がOBTとして結合するが、HTO投与によるOBT由来放
射線量は無視できるレベルと想定されている。しかし、以下に紹介する動物実験結
果は、OBTからの放射線量を考慮しなければならないことを明らかにしている。コ
ムフォードら（1982）は、マウスへの一過性のHTO暴露後、残存するすべてのトリ
チウムが暴露8週間後にDNAとヒストン（DNAが巻き付いているたんぱく質）に結
合することを発見した46。HTOに比べてOBTの量は少ないが、細胞核タンパク質は
はるかに長寿命であり、著者らは、それらからの放射線量はHTOの放射線量を超え
るであろうと結論した。さらにトリヴェルディら（1997）は、ヒトへのHTOの急性
投与の結果、OBTとして結合するのはそのうちの3%〜9%の範囲であり、ICRPが
想定している5%ではないと推定している47。問題はICRPの生体反応速度論モデル
がトリチウムへの慢性曝露を無視していることである。このことはトリチウムを24
時間放出する施設の風下に住む人々にとっては重要である。ICRPは、慢性的な曝
露は1回の急性曝露の繰り返しにすぎないと考えている。すなわち、いずれの場合
も、放射線量は主にHTO由来であってOBT由来ではなく、HTOとOBTは次の急性
曝露前に排泄されるとしているが、これは誤りである。動物実験では、HTOへの慢
性曝露の後、ほとんどのトリチウム放射線量がOBTによるものであることが明らか
にされている。例えば、コムフォード、カーステン、クロンカイト（1977）は、マウ
スに対して長期にHTO投与し、投与中止の2〜3日後のトリチウム放射線量がほと
んどOBT成分によるものであることを明らかにしている48。ロジャース（1992） 
は、OBTは組織中の水トリチウムよりもはるかにゆっくりと排泄されるため、OBT
がマウスの慢性暴露後の推定放射線量の主要な決定因子であるとしている」49 

「長期のHTO投与は、投与の継続時間に依存して、OBT濃度をより高いレベルに
増加させる。約50年前の研究であるが、数カ月以上にわたる慢性的暴露の条件で
は、体内の置換可能な水素結合の割合に限界（〜30%）があるために、HTOによる
有機分子のトリチウム - 標識化に理論的な最大値があると報告している50。これを
支持する複数の証拠がある。ロジャース（1992）はトリチウム代謝回転の定常状態
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を確立するためにマウスにトリチウム水を与え続けた実験において、OBTレベルは
56日後に体内のHTOレベルの22%に上昇したと報告している。多くの証拠は、ト
リチウムが代謝反応によって取り込まれ続けるにつれて、OBT濃度が徐々に上昇し
続けることを示唆している。OBTの半減期が非常に長いため、最終的にはOBT濃
度は体内のHTO濃度と平衡に達するだろう。それを明らかにするためには、寿命が
長いヒトに蓄積されたOBTの半減期が長いので、数年規模の長期間生体反応速度論
実験が必要であろう」51

フランスの放射線研究所ACROのデビッド・ボワイエは、日本政府と東電のアプロ
ーチに問題があると考えている。「有機物中のトリチウムの生物蓄積については、
いくつかの海産動物で予想以上に高濃度であったため、フランスで盛んに議論され
た ... 52 もし（政府が）『風評被害』と戦いたいのであれば、彼らは計算結果を詳し
く説明すべきである」53 

トリチウムの環境中挙動に関する重要な研究が2019年12月、ネイチャー誌に発表
された。これは、トリチウムが数十年間、ダム湖底堆積層中に有機結合形で保存さ
れていることを示した 54 著者らは、「OBTの一部（＜30%）は周囲の環境で水分子
と容易に置換可能であるが、ほとんどのOBTは湖底堆積物中有機物として長期間隔
離されている。OBTの有機物（OM）内での持続性は、主に結合した有機化合物の
生分解速度に依存する」と述べている55。

トリチウム
分離技術

2019年の報告書で説明したように、東電にはトリチウム除去技術を開発する選択
肢があった。しかし、それを選ぶ代わりに、東電と日本政府は、キュリオン社など
の国際的な原子力企業や米国エネルギー省が提案した技術を無視することを選ん
だ。

明らかに誤った決定がなされたのは、2016年4月19日、経産省の汚染水タスクフ
ォース委員会が、トリチウム除去技術は福島第一原発には適用できないと結論づけ
たときである56, 57。

キュリオン社の最高技術責任者（CTO）は当時、次のように述べた。「ある人々
は、この技術のコストは高すぎるという。何に比べて高いのか？ 私は、この水を放
出すべきだと言っている人と話をしてその費用について話し合いたい ... どうする
のか？ どのような影響があるのか? そして、影響を受けるかもしれない人々にどの
ように補償するのか?」58

確かに費用は高い。キュリオン社によれば、設置だけで1億USドル、その後の運営
に年間数百万USドルがかかるという59。米国エネルギー省PPNLが提案した技術の
コスト見積りには幅があるが、高コストのケースでは1リットルあたり60USドルか
ら180USドル、つまり100万m3なら60億USドルから1800億USドルである60。

しかし、それが原発を使うコストとリスクだ。日本経済研究センター（JCER）は
2019年3月、福島第一原子力発電所の事故に関連して、汚染水貯蔵費用を含めたコ
ストの改定値を公表した。総費用は35〜81兆円と推定した61。汚染水を陸上保管
するための費用は、1m3当たり2000万円のコストに基づいて51兆円または4800
億USドルと推定された。これは、米国エネルギー省技術の最大コストに近い。こ
れらの高コストが日本政府を汚染水放出に向かわせているのであろう。

政府と東電は、汚染水危機を解決するための時間枠として2020年を目標としてい
たが到底無理であったことが実証された。すべての汚染水の再処理でさえ5〜6年
かかると推定されている。汚染水の量は今後も増え続けるだろう。処理技術の並行
開発とともに、中長期にわたるタンク貯蔵が唯一の実行可能な選択肢である。
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放出の代替
としての
長期貯蔵

日本政府が汚染水の環境への放出を強行しようとしている主な理由は、長期貯蔵の
選択肢を放棄しているからである62。ところが、政府の意思決定の根拠となるはず
のALPS小委員会報告書は、利用可能な長期貯蔵の選択肢があることを明らかにし
ている。「（長期貯蔵の継続には）問題があり時間がかかるが可能である。しかし、
汚染水危機に対して提案されたすべての解決策には、複数の危険とリスクがある」

以下の短いセクションでは、東電福島原発における汚染水貯蔵オプションの現実
性、特にALPS小委員会2020年報告書63について考察する。報告書を注意深く読
んだ結果、日本政府の専門家委員会が長期貯蔵の可能性を示しており、トリチウム
の危険性を減少させ、環境への影響が最も少ない選択肢だとしていることがわかっ
た。

経産省ALPS
小委員会2020
報告

政府のALPS小委員会は「総容量約137万m3のタンクを2020年末までに増設する
という現在のタンク建設計画によると、タンクを追加しても、2022年夏頃には満
杯になる見込みであり、現在の計画より多くのタンクを設置するためのスペースの
追加は制限されている」と報告した。

しかしながら、2つの具体的な選択肢、すなわち福島第一原発敷地内または原発敷
地外での継続的貯蔵を選択すれば、環境放出に代わるやり方があるということを小
委員会は提示した。

彼らの分析の重要な部分は、福島第一原発敷地境界外に追加的な土地を確保すると
いう選択肢に関するものである。福島第一原発の立地自治体である双葉町と大熊
町は放射能汚染度の高い地域であり、元の住民の多くが帰還せず人口が激減してい
る。この両町にまたがる中間貯蔵施設用地と呼ばれている敷地外のスペースでは
ここ数年、2カ所の大型核廃棄物貯蔵施設が建設中である。これらの中間貯蔵施設
は、約10年間の除染プログラムの間に福島県内各地で除去された数百万トンの除染
土壌のために選ばれた場所だ。

小委員会は、敷地外の選択肢の評価において、法的規制要件だけでなく、汚染水移
送のためのパイプラインおよび車両輸送の検討もしている。同委員会は、汚染水が
福島第一原発敷地内から敷地外に移送される場合、「法律に準拠した移送施設が必
要となり、移送ルートについて自治体の理解を得る必要がある」と考えている。

規制については、「ALPS処理水の貯蔵とは、放射性物質を取扱うことなので、核原
料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制法」とい
う）に基づく放射性廃棄物貯蔵施設としての事業許可の取得、同法に基づく放射線
疾病予防対策の実施、保安検査、核物質防護検査等が必要となる。新たな放射性物
質貯蔵施設の設置には、適切な設備、幅広い高度な調整及び承認プロセスが必要で
あり、相当な時間を要するであろう」としている。

小委員会は技術的にかつ法的に何が必要になるかを正確に把握しており、また、こ
れらのことが効果的な選択肢であることも認めている。防護措置が求められるとい
う事実は、ALPS処理水が危険であることを強く示している。

小委員会は、大熊、双葉両町の中間貯蔵施設の利用についても検討した。政府は、
地元自治体、福島県に対して、大部分が土壌由来の放射性廃棄物の最終処分地
を、30年以内（すなわち2050年頃まで）に福島県外に確保することを約束してい
る。小委員会は、「廃炉についての中長期ロードマップでは、2011年12月の冷温
停止状態達成後、30年から40年以内の福島第一原子力発電所の廃炉措置完了を目
指している。ALPS処理水の処分は、「核燃料物質によって汚染された物の廃棄」と
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同じことであり、原子炉等規制法に規定された廃炉措置の一部に相当する。福島復
興と廃炉を二大原則とするという重要な前提があり、ALPS処理水の処分は、廃炉
自体が完了した時点で、廃炉作業の一部として完了しなければならない。したがっ
て、汚染水貯蔵の継続は廃炉措置の完了時に終了すると仮定すべきである」と指摘
している。

もちろん、中長期ロードマップは信頼できないものであり、今後数年、数十年のう
ちに何度も修正されることになるだろう。これは公的機関の誰も言及していない
が、内心では誰もが思っているだろう。大熊、双葉両町に運ばれた数百万トンの土
壌を中心とした核廃棄物は、30年以内に搬出されることはないだろう。福島第一原
発の廃棄物を受け入れる場所は、日本の他の都道府県にはないだろう。汚染水の長
期貯蔵の提案は、福島第一原発事故によって発生した数百トンの炉心溶融物と数百
万トンの汚染土壌を含む、すべての放射性廃棄物が今世紀半ばまでに除去されると
いう日本政府と東電の身勝手な物語と矛盾することになる。

小委員会は、「中間貯蔵施設予定地については、地権者の皆様に、中間貯蔵施設の
ために利用させていただくことを目的として、土地の提供（地上権の設定を含む）
をお願いしている。福島県内の除染土壌等や特定復興再生拠点区域で発生する除染
土壌等も含めて確実に貯蔵ができるように、今後も用地取得・施設整備を進めてい
く必要がある。したがって、福島第一原発の敷地の外側にある中間貯蔵施設予定地
を、中間貯蔵施設以外の用途で使用し、福島第一原発の敷地を拡大することは難し
い」と述べている。

この結論は、ALPS処理された汚染水の貯蔵場所を確保する上で、技術的、工学
的、法的な障壁はなく、政治的意志の問題であることを示している。

東電によれば、「貯水タンク区域の効率化（フランジ付タンクを設置していたスペ
ースを活用して）や廃棄物処理等の進捗により、敷地内に空き地ができる可能性が
ある。一方で、今後、廃炉作業を進めていくためには、ALPS処理水を貯蔵するた
めのタンク、使用済燃料や燃料デブリの一時保管施設、その他、様々な試料の分析
用施設や燃料デブリ取り出し資機材保管施設、燃料デブリ取り出しモックアップ施
設、燃料デブリ取り出し訓練施設、廃棄物リサイクル施設等の廃炉事業に必要と考
えられる施設が必要となる」という64。 

例えば、1100トンほどの炉心溶融物の貯蔵場所が今後数十年のうちに必要になる
とする現行の廃炉中・長期ロードマップが、東電及びALPS小委員会、そして最終
的には日本政府が想定している用地についての前提になっている。そこが根本的な
問題なのである65。現在進められている2021年から2031年までに炉心溶融デブリ
を除去するというスケジュールは、信ぴょう性に乏しく、ほとんど無理であろう。
したがって、既存の福島第一原発敷地内の土地は、追加の貯蔵タンクのために利用
可能であり、少なくとも数十年、そしてほぼ確実にもっと長くその状態が続く可能
性が高いのである。
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処分
開始時期

処分量 《参考》
22兆Bq/年 50兆Bq/年

《参考》
タンクの想定
貯蔵量（最大）

100兆Bq/年

2020年  《参考》

2025年

2030年

2035年

33年
（2052年）

29年
（2053年）

25年
（2054年）

21年
（2055年）

19年
（2038年）

17年
（2041年）

14年
（2043年）

12年
（2046年）

10年
（2029年）

9年
（2033年）

8年
（2037年）

7年
（2041年）

約130万m3

約147万m3

約165万m3

約183万m3

ALPS小委員会
は放出開始を
遅らせることの
重要性を示した

ALPS小委員会報告で放出時期を遅らせることについて議論がなされている。下表
は、トリチウムだけに着目した処分開始時期と処分量によるタンクに貯蔵されている
処理水の処分期間（処分終了時期）の試算例である（第16回ALPS小委員会資料４
から抜粋）66。

小委員会が述べているように、放出は2020年に開始されるわけではないが、計算
の基準日として用いられている。この表で強調すべき重要な問題は、2020年に最
大22TBq/年の放出を開始すれば33年間かかるのに対して、2035年まで15年間
延期すれば放出期間は21年間で済むことである。2035年までの遅延時間（15年）
はトリチウムの半減期（12.3年）よりも長く、減衰によって全放射能が半分以下に
なるからである。

ただし、放出決定を遅らせることは、半減期が約30年のストロンチウム90、半減
期が2万4,100年のプルトニウム239などの長寿命放射性核種に関しては、ほとん
ど、あるいはまったく影響しない。小委員会報告の上記の表は、少なくとも放出を
15年間遅らせることの意義について明確にしている。このことは、当然のことなが
ら、廃炉計画に避けられない遅延や変更が生じた場合に、既存の福島第一原発敷地
内の利用可能な土地を使用することや、敷地外での貯蔵の選択肢について交渉する
ために相当な追加的時間が必要だという問題を軽減し、タンク増設の可能性を広げ
るものである。

しかし残念ながら、小委員会は、放出の決定を遅らせてトリチウムの減衰を待つと
いう明白な勧告を回避した67。
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福島第一原発
の汚染水は
人権問題

国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）特別報告者はこの問題に介入し、汚染水は人
権問題であるという意見を表明し、日本政府に対して以下のように求めた。「国内
外の人々に影響を及ぼす可能性のある放射性廃棄物の処分について、適切な協議の
場と機会を与えるよう求める」（2020年6月9日）68 

2020年6月9日、4人の国連特別報告者69 は日本政府に対し「福島第一原発の原子炉
から出る放射性廃液の海洋投棄に関するいかなる決定も、新型コロナウイルス感染
症の危機が過ぎ、適切な国際協議が開催できるようになるまで遅らせるよう」促し
た。2020年4月の日本政府へ情報提供要請の中で、国連特別報告者は彼らの懸念を
以下のように説明した70。

「東京電力は、放出前に大量のALPS処理水の再処理を行う計画であるが、ストロ
ンチウム90を含む大量の放射性物質が残っている。福島原発事故で汚染された水を
海や空に処分することは、収入と生活のために漁業に大きく依存している先住民を
含む多くのコミュニティーの多数の人権と生計を危険にさらす ... 汚染された廃水を
海に処分するという決定は、原発事故後に産業の再建に多大な努力を払ってきた地
元の漁師の人権と生計にも深刻な影響を与えるだろう」 71

しかし、日本政府は、国連の介入によって提起された人権の基本原則を事実上無視
し、上述したようにALPS処理水は汚染水ではないと主張した72。

福島県内の市町村議会は、汚染水問題について日本政府にその立場を明確にした。 
2020年3月以降、多くの自治体で汚染水の放出に対する懸念や反対を表明する決議
が可決された。「これ以上海を汚すな！市民会議」が報告しているように、2020年 
10月8日現在で意見書は59市町村のうちの44の地方議会 によって採択されてお
り、うち41が反対ないしは慎重な判断を求めており、ALPS小委員会の提案を直
ちに受け入れることはできないという立場である。「これ以上海を汚すな！市民会
議」が国連特別報告者らに説明したように、内陸部を含め、福島県の隅々からこう
した反対が出ている。（東京都）小金井市議会も、海洋放出に反対し、陸上貯蔵を求
める決議を採択した。2020年6月23日には全国漁業協同組合連合会の通常総会に
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おいて、2020年6月26日には福島県漁業協同組合連合会の通常総会において、処
理水の処分方法として「海洋放出に断固反対する」の特別決議が全会一致で承認さ
れた73。

2020年3月11日の石川町の意見書で、一人の漁師の以下の発言が引用されている。
「試験操業を繰り返し、やっと本操業が見えてきたのにトリチウム汚染水が放出さ
れたら、今までの苦労が水の泡になってしまう。後継者を育てないと技術の継承も
できず、福島の漁業は壊滅してしまう」。

石川町から安倍首相（当時）らへ提出された意見書は、海洋放出ではなく、長期保
管とし、廃炉終了時までに分離・回収技術を研究開発し実用化することをもとめて
いる74。

2020年7月8日、バスクト・トゥンジャク氏は「2011年3月の悲劇的な出来事によ
って壊滅的な打撃を受けた福島の地域社会は、汚染水の環境への放出に対する懸念
と反対を表明してきた。尊厳を持って生活し、文化を享受し、意図的に新たな汚染
にさらされないような環境を整えることは、彼らの人権問題である。これらの権利
は完全に尊重されるべきであり、日本政府が無視することは許されない」と日本の
メディアに意見を寄せた75。

さいごに 10月中旬、日本政府が2020年10月27日に放射能汚染水の海洋放出方針を決定す
ると報道があった。しかし、10月23日、梶山経済産業大臣は「風評を最大限抑制
する処分、国内外への丁寧な情報発信と主要論点についてさらに検討を深める」と
会見で述べ、海洋放出方針の決定は先延ばしされた。

同日朝の経済産業省廃炉・汚染水対策チーム会合（第6回）で汚染水の処分について 
のパブリックコメントの結果が公表された。計4,011件の意見が寄せられ、そのう
ち安全性への懸念が約2,700件、合意プロセスへの懸念が約1,400件だったという。

また、福島県内の自治体議会の意見書、関連産業界からの「ご意見を伺う場」にお
ける参加者の意見表明からしても、環境中への「放出反対」の民意は明らかだ。

国は「風評」を強調するが、トリチウムも有害であり、さらにリスクの高いストロ
ンチム90、炭素14も含まれている「処理水」の放出は「実害」を招く。

1982年に採択された「国連海洋法条約（UNCLOS）」第194条2は、「いずれの国
も、自国の管轄又は管理の下における活動が他の国及びその環境に対し汚染による
損害を生じさせないように行われること並びに自国の管轄又は管理の下における事
件又は活動から生ずる汚染がこの条約に従って自国が主権的権利を行使する区域を
越えて拡大しないことを確保するためにすべての必要な措置をとる」としている。

本報告書からわかるように、日本政府は、汚染の拡大を避けるための必要な措置を
とっていない。

それどころか、経産省ALPS小委員会での福島第一原発敷地内または原発敷地外で
の継続的貯蔵について、および放出開始を遅らせることによる放射能の減衰などの
利点についての議論も活かしていない。

日本の科学者やエンジニア、環境保護団体などから構成される「原子力市民委員
会」はモルタル固化など、環境中への放出に代わる案も提示してきた。グリーンピ
ースも一貫して、陸上保管とそれと並行しての放射性物質除去技術の開発と適用を
提言してきた。パブリックコメントには同様の意見が含まれている。それらこそ
が、汚染の拡大を避けるために必要な措置なのである。
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排出基準以下へのALPSによる「除去」の対象となる62の放射性核種のリスト

番号　　同位体 　　　　　　　     　  半減期 番号　　同位体　　　　　　　     　  半減期

　　 

付録

東電の資料などを元に、筆者が作成した。
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Seoul, South Korea (04322)

国際環境NGO グリーンピース・ジャパン
〒160-0023 東京都新宿区西新宿8-13-11 NFビル2F  

Tel. 03-5338-9800 　Fax. 03-5338-9817

www.greenpeace.org/japan/
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